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工事請負契約書第 25 条第 5 項（単品スライド条項）の 

減額となる場合の運用基準の改定について 
 
標記については、平成２１年１月１４日付け青整企第２９２号において制定したとこ

ろですが、国土交通省では「請負代金額の減額変更を請求する場合における工事請負契

約書第２５条第５項の運用について」各地方整備局に対し、平成２１年２月９日付けで

通達が発出されたことから、国土交通省との整合を図るため、｢工事請負契約書第 25 条

第 5 項（単品スライド条項）の減額となる場合の運用基準」を一部改定したので、お知

らせします。 
 また、各地域県民局地域整備部においては、貴管内市町村にも参考通知してくださる

ようお願いします。 
 

記 
 
１．改定概要 適用対象工事： 「各品目ごとの変動額の合計が、請負代金額の 100 分

の 2 以上変化していると予想される場合」の判定基準の

枠を、平成 21 年 4 月 1 日以降の工事から除外する。 
     変動後の単価決定： 材料の搬入月は、計画工程表等の甲の有する情報に基

づき判断するものとし、乙が異議を申し立てた場合に限

り、証明書類等の請求ができることとする。 
 
２．予想される対象材料   『燃料油』『鋼材類のうち H 型鋼、異形棒鋼』 
 
３．添付資料  「工事請負契約書第２５条第５項（単品スライド条項）の 

減額となる場合の運用基準」 
「請負代金額の減額変更を請求する場合における工事請負契約書 

第２５条第５項の運用について」（国土交通省通達：参考） 
 

以上 



工事請負契約書第 25 条第 5項(単品スライド条項)の減額となる場合の運用基準 

制  定 平成２１年１月１４日青整企第 292 号 

改  定 平成２１年２月２４日青整企第 319 号 

 

 青森県県土整備部所管の公共工事において、特別な要因により工期内に主要な工事材料の国内価格

に著しい変動を生じ、「工事請負契約書第 25 条第 5 項(単品スライド条項)の運用基準（平成 20 年 7

月 7日制定）」に規定する単品スライド額が減額となる場合について、その運用方針について定めたの

で、当面これによるものとする。 

 また、この定めにない事項については、「工事請負契約書第 25 条第 5 項(単品スライド条項)の運用

基準（平成 20 年 7 月 7日制定）」によるものとする。 

 

１ 対象材料 

(1) 適用の対象となる「主要な工事材料」は、「工事請負契約書第 25 条第 5 項(単品スライド条項)

の運用基準（平成 20 年 7月 7 日制定）」の規定によるものとする。 

 

(2) 前項の「主要な工事材料」のうち、各品目ごとの変動額が、請負代金額の 100 分の 1 を超える

場合に適用する。 

 

 

２ 適用対象工事 

(1) 本基準の施行日（平成 21 年 1月 14 日）以降に継続して施工する工事で、工期の末日が平成 21

年 3 月 31 日以前である工事については、使用した「対象材料」の変動額算定式により算定した各

品目ごとの変動額の合計が、請負代金額の 100 分の 2 以上変化している場合に適用する。 

 

 (2) 平成 21 年 4 月 1日以降に継続して施工する工事、又は新規に発注される工事で、各品目ごとの

変動額が、請負代金額の 100 分の 1 を超える場合に適用する。 

 

 

３ 単品スライド額の算定 

(1) 請負代金の変更額（以下「単品スライド額」という。）の算定は、上記１(2) の規定による「対

象材料」について、次式により算出するものとする。 

   ＳＴ ＝（Ｍ’
ａ－Ｍ ａ）＋（Ｍ’

ｂ－Ｍ ｂ）＋Ｐ×1／100 

Ｍ ＝（ｐ１×Ｄ１＋ｐ２×Ｄ２＋…………＋ｐｍ×Ｄｍ）×ｋ×105／100 

   Ｍ’ ＝（ｐ’
1×Ｄ１＋ｐ’

２×Ｄ２＋…………＋ｐ’
ｍ×Ｄｍ）×ｋ×105／100 

    ＳＴ ：単品スライド額 

 Ｍ  ：価格変動前の各対象材料の金額 

 Ｍ’ ：価格変動後の各対象材料の金額 

ｐ ：設計時点における各対象材料(品名･規格別)の単価（設計単価） 

ｐ’ ：価格変動後の各対象材料(品名･規格別)の単価（実勢価格等） 

Ｄ ：各対象材料の単品スライドの対象とする数量 

ｋ ：落札率（当初請負代金額を当初設計金額で除して得た値） 

    Ｐ ：価格変動前の請負代金額（消費税相当額含む） 

 

(2) 価格変動後の各対象材料の金額（Ｍ’）は、次によるものとする。 

  1) 「５ 対象数量の決定方法」で決定した対象数量に「４ 価格変動後における単価の算出方

法」に規定する実勢価格を乗じて得た代金額とする。 

 

2) 乙が実際に購入した際の各対象材料の購入代金を合計した金額（Ｍ’対応額）を示して６(4)
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により異議を申し立てた場合であって、これら実際の購入金額が(1)及び前項の規定により算定

した金額（Ｍ’）を上回り、かつ証明書類によって適当な購入金額であると認められる場合にあ

っては、当該各対象材料の実際の購入代金を用いて、(1)の算定式により単品スライド額を算定

する。 

 

 (3) 適用対象工事に該当した場合は、次によるものとする。 

1) 工期の末日が平成 21 年 3 月 31 日以前の工事であって、協議の結果、当該工事に係る変動額

が、請負代金額の 100 分の２以上の変動額となる場合は、100 分の１を超える額を単品スライ

ド額とする。 

 

2) 平成 21 年 4 月 1 日以降に継続（又は発注）する工事であって、協議の結果、当該工事に係る

変動額が、請負代金額の 100 分の 1 以上の変動額となる場合は、100 分の１を超える額を単品

スライド額とする。 

 

 

４ 価格変動後における単価の決定方法 

 (1) 単品スライド額の算定に用いる価格変動後の各対象材料の単価（ｐ’）の決定方法は、次のとお

りとする。 

  1) 鋼材類 

  ① 施工計画書に定められている計画工程表等の甲が有する情報に基づき判断した、各対象材

料の搬入月の実勢価格とする。 

          ただし、対象材料を複数の月に現場に搬入した場合にあっては、各搬入月の実勢価格を平

均した価格とする。 

   ② 上記①の実勢価格は、対象材料が現場に搬入された月の物価資料の価格とする。 

     例えば、１月に現場搬入した鋼材の実勢価格は、物価資料１月号に掲載された価格を採用

する。 

 

  2) 燃料油 

   ① 工期の始期が属する月の翌月から工期末が属する月の前々月までの各月における実勢価格

の平均価格とする。 

     なお、施工計画書に定められている計画工程表等の甲が有する情報に基づき判断できる場

合は、各対象材料の購入月の実勢価格とする。 

ただし、対象材料を複数の月に購入した場合にあっては、各購入月の実勢価格を平均した

価格とする。 

② 上記①の実勢価格は、対象材料を購入した月の翌月の物価資料の価格とする。 

     例えば、１月に購入した燃料油の実勢価格は、物価資料２月号に掲載された価格を採用す

る。 

 

3) アスファルト類 

① 施工計画書に定められている計画工程表等の甲が有する情報に基づき判断した、各対象材

料の搬入月の実勢価格とする。 

          ただし、対象材料を複数の月に現場に搬入した場合にあっては、各搬入月の実勢価格を平

均した価格とする。 

   ② 上記①の実勢価格は、対象材料を搬入した月の翌月の物価資料の価格とする。 

例えば、１月に現場搬入したアスファルト類の実勢価格は、物価資料２月号に掲載された

価格を採用する。 

 

  4) その他の材料 

    鋼材類に準ずる。 
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５ 対象数量の決定方法 

(1) 単品スライド額の算定の対象とする数量（Ｄ）の決定方法は、次のとおりとする。 

  1) 鋼材類 

   ① 設計図書に記載された数量があるときは、当該数量とする。 

     また、甲の設計数量の範囲内で、加工によるロス分も対象数量とする。この場合、ロス分

に係るスクラップ控除を併せて考慮すること。 

   ② 数量総括表に一式で計上されている仮設工等にあっては、甲の設計数量とする。 

     なお、任意仮設については対象としないものとする。 

 

  2) 燃料油 

   ① 甲の積算において、現場場内の建設機械や場外への運搬のためのダンプ等が稼働する際に

必要な燃料油等として計上されている設計数量とする。 

   ② 数量総括表に一式で計上されている仮設工等にあっては、甲の設計数量とする。 

     なお、任意仮設については対象としないものとする。 

③ 現着単価で設定されている各種資材の運搬や、共通仮設費（率及び積上げ）に含まれる建

設機械等の運搬及び分解・組立に必要な燃料油は、対象としないものとする。 

 

3) アスファルト類 

   ① 設計図書に記載された数量があるときは、当該数量とする。 

また、甲の設計数量の範囲内で、施工によるロス分を対象数量とすることができる。 

② 数量総括表に一式で計上されている仮設工等にあっては、甲の設計数量とする。 

なお、任意仮設については対象としないものとする。 

 

  4) その他の材料 

    鋼材類に準ずる。 

 

 

６ 請負代金額の変更手続 

 (1) 甲は「２ 適用対象工事」に該当すると認めたときは、該当する対象材料について、実勢価格、

対象数量等をもとに算出した「請負代金額変更請求額概算計算書（別紙－１）」を添えて、原則「工

期末の 2 ヶ月前まで」に、工事請負契約書第 25 条第 5項の規定に基づく請負代金額の変更を請求

できるものとする。（様式－１） 

 

 (2) 甲は、単品スライド条項に基づく請負代金額の変更請求を行ったときは、工事請負契約書第 25

条第 8 項の規定に基づき、乙の意見を聴いた上で、同項に規定する「協議開始の日」を原則「工

期末から 45 日前の日」と定め、これを請求した日から 7日以内に乙に通知するものとする。 

（様式－２） 

   なお、同項による通知は、前項の規定による請求と同時に行ってもよいものとする。 

（様式－３） 

 

(3) 工事請負契約書第 25 条第 7 項に基づく協議は、甲が、計画工程表等をもとに対象となる品目、

規格、数量等を決定し、書面により行うものとする。（様式－４） 

 

 (4) 甲は、乙が甲の算定した単品スライド額に対し、異議を申し立てたときは、乙に対し、各対象

材料を購入した際の購入数量・価格、購入先、当該対象材料の搬入等の月を証明する書類（以下

「証明書類」という。）の提出を求めることができる。 

なお、証明書類（資料）には、納品書・請求書・領収書のほかに、「工事請負契約書第 25 条第

5 項(単品スライド条項)の運用基準（平成 20 年 7 月 7 日制定）」に規定する別紙－３－１～２に

定める資料を含むものとする。 
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 (5) 前項の規定による証明書類等の提出の要求があった場合は、乙は誠意をもって、これに応じな

ければならない。 

 

(6) 甲は前項の協議が成立したときは、乙に変更請負代金額及びスライド変更額を通知するものと

する。（様式－５） 

   ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合には、甲が定め、乙に通知する。 

 

 

７ 部分払時の取扱い 

(1) 本基準の施行後に、工事請負契約書第 37 条第 3項の規定に基づき、部分払のための出来形検査

を乙が請求した場合において、当該出来形部分についても単品スライド条項の適用対象とする場

合には、甲は当該検査完了後に、「出来形検査に係る既済部分は工事請負契約書第 25 条第 5 項の

適用対象とする」旨を通知するものとする。（様式－７） 

 

(2) 前項の規定を適用した場合、それ以降の残工事における部分払いのための出来形検査にあって

は、必然的に単品スライド条項の適用対象となる。 

 

 

附 則 

 (1) この運用基準は、平成 21 年 1月 14 日より施行する。 

 
(2) 本基準の施行にあたり、暫定処置として、工期の末日が平成 21 年 3 月 31 日以前である工事に

ついては、単品スライド条項に規定する請負代金額の変更請求は、当該請求の際に 2 ヶ月未満であっ

ても、工期満了前であって、かつ、平成 21 年 1 月 30 日までの場合は、適用できるものとする。 
 

附 則 

   この運用基準は、平成 21 年 2月 24 日より施行する。 

 



（様式－１） 
 

平成○○年○○月○○日 
 

 

（受 注 者） 殿 

 

 

○○地域県民局長  ○印    

 

 

工事材料の価格の変動に基づく請負代金額の変更に伴う 

建設工事請負契約書第２５条第５項の適用について 

 

平成○○年○○月○○日付けをもって建設工事請負契約を締結した下記の工事について、

工事材料の価格の変動に伴い、請負代金額を変更したく建設工事請負契約書第２５条第５項

の規定に基づき請求します。 

 

記 

 

   １．工 事 番 号  第○○○号 

 

   ２．工 事 名  ○○○○線 ○○○○ 工事 

 

   ３．請負代金額  ￥○○○,○○○,○○○円（消費税込み） 

 

   ４．工   期  平成○○年○○月○○日から 

 

            平成○○年○○月○○日まで 

 

   ５．請求する主要資材名 

           【鋼材類】鋼管杭、異形棒鋼、・・・etc 

           【燃料油】軽油、ｶﾞｿﾘﾝ、・・・etc 

 

   ６．変更請求額  別添「請負代金額変更請求概算額計算書（別紙－１）」による 

 

 

（Ａ４版） 



（様式－２） 

 

平成○○年○○月○○日 

 

 

（受 注 者） 殿 

 

 

○○地域県民局長  ○印    

 

 

工事材料の価格の変動に基づく請負代金額の変更に伴う 

建設工事請負契約書第２５条第５項の適用について（通知） 

 

平成○○年○○月○○日付けで請求した下記の工事について、建設工事請負契約書第２５

条第８項の規定に基づき、協議開始日を下記のとおり通知します。 

 

記 

 

     １．工 事 番 号  第○○○号 

 

     ２．工 事 名  ○○○○線 ○○○○ 工事 

 

     ３．工   期  平成○○年○○月○○日から 

 

              平成○○年○○月○○日まで 

 

     ４．協議開始日  平成○○年○○月○○日 

 

 

（Ａ４版） 



（様式－３） 
 

平成○○年○○月○○日 
 

 

（受 注 者） 殿 

 

 

○○地域県民局長  ○印    

 

 

工事材料の価格の変動に基づく請負代金額の変更に伴う 

建設工事請負契約書第２５条第５項の適用について 

 

平成○○年○○月○○日付けをもって建設工事請負契約を締結した下記の工事について、

工事材料の価格の変動に伴い、請負代金額を変更したく建設工事請負契約書第２５条第５項

の規定に基づき請求します。 

なお、建設工事請負契約書第２５条第８項の規定に基づく協議開始日を下記のとおりとす

るので、併せて通知します。 

 

記 

 

   １．工 事 番 号  第○○○号 

 

   ２．工 事 名  ○○○○線 ○○○○ 工事 

 

   ３．請負代金額  ￥○○○,○○○,○○○円（消費税込み） 

 

   ４．工   期  平成○○年○○月○○日から 

            平成○○年○○月○○日まで 

 

   ５．請求する主要資材名 

           【鋼材類】鋼管杭、異形棒鋼、・・・etc 

           【燃料油】軽油、ｶﾞｿﾘﾝ、・・・etc 

 

   ６．変更請求額  別添「請負代金額変更請求概算額計算書（別紙－１）」による 

 

７．協議開始日  平成○○年○○月○○日 

 

 

（Ａ４版） 



（様式－４） 
 

平成○○年○○月○○日 
 

 

（受 注 者） 殿 

 

 

○○地域県民局長  ○印    

 

 

請負代金額の変更について（協議） 

 

 

平成○○年○○月○○日付けで通知した下記の工事について、別添のとおりの品目・規格・

数量としたので、工事請負契約書第２５条第７項の規定に基づき協議します。 

（また、本協議書の通知日をもって協議開始の日とします。（必要に応じて記載）） 

 

記 

 

 １．工 事 番 号  第○○○号 

 

 ２．工 事 名  ○○○○線 ○○○○ 工事 

 

 ３．請負代金額  ￥○○○,○○○,○○○円（消費税込み）   

 

 ４．工   期  平成○○年○○月○○日から 

 

          平成○○年○○月○○日まで 

 

 ５．協 議 資 料  別添「工事請負契約書第 25 条第 5項の対象材料内訳表（別紙－２）」 

 

（Ａ４版） 



（様式－５） 
 

平成○○年○○月○○日 
 

 

（受 注 者） 殿 

 

 

○○地域県民局長  ○印    

 

 

請負代金額の変更について（通知） 

 

 

平成○○年○○月○○日付けで協議したこのことについて、下記のとおり変更することと

したので、異議のないときは、別紙変更契約書案により変更契約を締結して下さい。 

 

記 

 

 １．工 事 番 号   第○○○号 

 

 ２．工 事 名   ○○○○線 ○○○○ 工事 

 

 ３．請負代金額※１  増額￥○○,○○○,○○○円 

         うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥○○,○○○,○○○円 

 
  ⑴ 変動前請負代金額※２  増額￥○○,○○○,○○○円 

            うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥○,○○○,○○○円 

 
  ⑵ 単品スライド金額※３  減額￥○○,○○○,○○○円 

            うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥○,○○○,○○○円 

 
 
 
 
 
※１ 請負代金額には、変動前請負代金額と単品スライド金額の合算額を記載 

２ 変動前請負代金額には、単品スライド条項適用前の精算変更により積算した金額を記載 

 ３ 単品スライド金額には、単品スライド額計算書により決定した額を記載 

 ４ 上記金額は、全て当初（変更前）請負代金額に対する増減額で示す。 

（Ａ４版） 



（様式－６） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（該当様式なし） 

 

 

（Ａ４版） 



（Ａ４版） 

（様式－７） 
 

平成○○年○○月○○日 
 
 

（受 注 者） 殿 

 

 

○○地域県民局長  ○印    

 

 

工事請負契約書第２５条第５項の適用について（通知） 

 

 

平成○○年○○月○○日に実施した下記工事の出来形検査に係る既済部分は工事請負契約

書第２５条第５項の適用対象とする。 

 

記 

 

 １．工 事 番 号  第○○○号 

 

 ２．工 事 名  ○○○○線 ○○○○ 工事 

 

 ３．工 事 場 所  青森県○○市大字○○○地内 

 

 ４．請負代金額  ￥○○○,○○○,○○○円（消費税込み）   

 

 ５．工   期  平成○○年○○月○○日から 

 

          平成○○年○○月○○日まで 

 

 ６．適用開始日  平成○○年○○月○○日とし、残工事も含めて適用対象とする※。 
 
 
 
 
 
 
※ 出来形検査請求時に、単品スライド条項の適用対象とした場合は、以降残工事も全て対象と

なるものとする。 



0

＋ 0 ＝ 0請   求   額 0

単品スライド請求額

　　てもよい。

（別紙－１）

平成○○年○○月○○日

請負代金額変更請求額概算計算書

工事請負契約書第２５条第５項に基づく請負代金額の変更請求額の内訳は、下記のとおりです。

工　事　名 請負代金額 円

記

品　　目 規　格 単位 設計数量
当　　初
実勢単価

変 動 前
金　　額

変 動 後
実勢単価

変 動 後
金　　額

搬入年月 差　　額 備　　　　考

変　動　額

変   動   額 0 ×　（１　＋　0.05） ＝ 0

発注者負担額 0 ×　　　0.01 ＝ 0

(注)
　１．対象材料は、品目毎及び搬入年月毎にとりまとめるものとする。なお、とりまとめ数量欄が足りない場合は、複数枚になっ



（別紙－２）

平成○○年○○月○○日

工事請負契約書第25条第5項の対象材料内訳表

品　　目 規　格 単位 数　量 備　　　　考
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